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山形県国民保護協議会運営規程 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、山形県国民保護協議会条例（平成１６年１２月県条例第60

号。以下「条例」という。）第９条の規定に基づき、山形県国民保護協議会（以

下「協議会」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （協議会の会議の代理出席） 

第２条 委員（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平

成１６年法律第１１２号）第３８条第４項第１号から第７号までの規定により

任命された者に限る。以下この条及び第５条第８項において同じ。）は、やむ

を得ず協議会の会議に出席できない場合は、委員の属する機関の職員のうちか

ら当該委員が指名する者をもって代理出席させることができる。 

 （協議会の会議の公開） 

第３条 協議会の会議は、公開するものとする。ただし、必要があるときは、会

長が協議会に諮って、公開しないことができる。 

 （幹事会） 

第４条 会長は、必要に応じ、条例第６条に規定する幹事の会議（以下「幹事会」

という。）を招集することができる。 

２ 幹事会の議長は、幹事のうちから会長があらかじめ指名する者をもって充て

る。 

３ 幹事会の議長に事故があるときは、幹事のうちから議長があらかじめ指名す

る者が、その職務を代理する。 

４ 幹事会は、幹事の過半数の出席がなければ、開くことができない。 

５ 幹事会の議事は、出席した幹事の過半数で決し、可否同数のときは、幹事会

の議長の決するところによる。 

６ 幹事は、やむを得ず幹事会に出席できない場合は、幹事の属する機関の職員

のうちから当該幹事が指名する者をもって代理出席させることができる。 

 

資料１－２



 

資料１－２ 
- 2 - 

 （部会） 

第５条 条例第７条に規定する部会の名称、部会に調査及び審査する事項につい

ては、会長が協議会の会議に諮って定める。 

２ 部会の会議は、部会長が会長の承認を得て招集する。 

３ 部会長は、部会の会議の議長となる。 

４ 部会の会議は、当該部会に属する委員及び専門委員の過半数の出席がなけれ

ば、開くことができない。 

５ 部会の議事は、出席した委員及び専門委員の過半数で決し、可否同数のとき

は、部会の会議の議長の決するところによる。 

６ 部会長は、調査及び審議のため必要があるときは、会長の承認を得て、当該

部会に属しない委員及び専門委員の出席を求め、意見を聴くことができる。 

７ 部会長は、部会において調査及び審議する事項について、調査及び審議が終

了した場合には、その結果を、速やかに会長に報告しなければならない。 

８ 部会に属する委員は、やむを得ず部会の会議に出席できない場合は、委員の

属する機関の職員のうちから当該委員が指名する者をもって代理出席させる

ことができる。 

 （議事録） 

第６条 協議会の会議、幹事会及び部会の会議の議事録には、議事の概要を記載

するものとする。 

２ 議事録は、それぞれの会議の議長の確認により確定するものとする。 

   附 則 

 この規程は、平成１７年４月２６日から施行する。 

 


